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報道関係各位（計5枚） 
 
 

 

2024 年 8 月 28 日 
株式会社インフォマート 

 

 

【卸企業の経営課題に関する実態調査】受注業務をアナログ
で行う卸企業の半数以上が「粗利の低さが課題」 

約7割が経営課題に対して「十分な対策が取れていない」 
 
 

デジタルの力であらゆる業務を効率化する株式会社インフォマート（本社：東京都港区 代表取締役社
⾧：中島 健、以下「当社」）は、受注業務をアナログな方法（FAX・電話等）で行っている卸企業の経営
者・役員105名に、経営課題に関する実態調査を実施しましたので、結果をお知らせします。 
 
 

■ 調査概要 
調査内容：卸企業の経営課題に関する実態調査 
調査対象：受注業務をアナログな方法（FAX・電話等）で行っている卸企業の経営者・役員 
調査方法：インターネット調査 
調査期間：2024年5月24日～5月27日 
回答者 ：105名 
※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはなりません。 
 
■ 調査サマリ 
 現在感じている経営課題、半数以上が「粗利（売上総利益）が低い」 
 約7割が経営課題に対して「十分な対策が取れていない」 
 経営課題に対して対策が取れていない理由、第1位は「日々の運営に追われ、戦略的な計画が後回しにな

っているため」 
 受注プロセスのデジタル化に期待する効果、第1位は「業務負荷軽減による利益向上」 
 デジタル化における課題、4割以上が「初期投資の高さ」 
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■ 調査結果 
・現在感じている経営課題、半数以上が「粗利（売上総利益）が低い」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 現在感じている経営課題について聞いてみると（n=105）、「粗利（売上総利益）が低い」が51.4%で最多と
なりました。他にも「人手が不足している（19.0%）」「デジタル変革への適応ができていない（12.4%）」等、
様々な課題を抱えていることが分かりました。 
 
 
・約7割が経営課題に対して「十分な対策が取れていない」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 前問で「特にない」「わからない/答えられない」以外を回答した方に、経営課題に対して、十分な対策が取
れていると感じるか聞いてみると（n=78）、「あまり感じない」が51.3%、「全く感じない」が15.4%となり、
合わせて約7割が十分な対策が取れていないことが分かりました。 
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・経営課題に対して対策が取れていない理由、第1位は「日々の運営に追われ、戦略的な計画が後回しになっ
ているため」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前問で「あまり感じない」「全く感じない」と回答した方に、対策が取れていないと思う理由を聞いてみる
と（n=52）、第1位は「日々の運営に追われ、戦略的な計画が後回しになっているため（32.7%）」、第2位は
「業務が属人化しており、業務のフローを変えることが難しいため（23.1%）」、第3位は「新しい技術やシス
テムに投資するための資金が不足しているため（21.2%）」となりました。 
 
 
・受注プロセスのデジタル化に期待する効果、第1位は「業務負荷軽減による利益向上」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受注プロセスのデジタル化に期待する効果について聞いてみると（n=105）、第1位は「業務負荷軽減による
利益向上（31.4%）」、第2位は「オペレーションコストの削減（24.8%）」、第3位は「手作業による入力ミス
や情報の不整合の減少（23.8%）」となりました。 
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・デジタル化における課題、4割以上が「初期投資の高さ」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受注プロセスのデジタル化において懸念している課題について聞いてみると（n=105）、「初期投資の高さ」
が41.0%で最多となりました。粗利が低いことが経営課題になっていることもあり、コスト面での導入ハード
ルが高いようです。 
 
 

■ まとめ 
 今回は、受注業務をアナログな方法（FAX・電話等）で行っている卸企業の経営者・役員105名を対象に、経
営課題に関する実態調査を実施しました。 
 
 まず、卸企業が抱える経営課題として、「粗利の低さ」や「人手不足」が大きな課題になっていることが浮
き彫りになりました。経営課題に対して「十分な対策が取れている」と感じているのは約3割に留まり、残り
の約7割は「日々の運営に追われ、戦略的な計画が後回しになっている」等の理由により、対策が取れていな
い状況です。 
 近年、経営課題を解決する方法の一つとしてDXが注目されている中、受注業務のデジタル化に期待する効果
は、「業務負荷軽減による利益向上」や「オペレーションコストの削減」が挙げられています。「初期投資の
高さ」等の課題はあるものの、受注業務のデジタル化に前向きな声が多いことが分かりました。 
 

「粗利の低さ」や「人手不足」といった経営課題を解決するためには、ITツールの導入等で受注業務のデジ
タル化を早急に進めることが効果的で、業務負荷の軽減やコスト削減が期待できます。 
 さらに、配送ドライバーを多く抱える卸企業にとって、「時間外労働の上限規制」に伴って発生する「物流
の2024年問題」も課題になっています。デジタル化による受注業務の効率化は労働時間の削減にもつながり、
2024年問題を解決する一助になるでしょう。 
 
 
▼より詳細の調査レポートのダウンロードはこちら 
 https://www.infomart.co.jp/information/doc/download/pdf/20240820_01.pdf 
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■ 卸企業の受注業務を効率化！受発注システム「TANOMU」 
 
 
 

「TANOMU」は卸向けの受発注システムです。また、新商品や特価品の案内もLINEで行えるため、効率UP、
売上UPが期待できます。 

FAXや電話、メール等複数の受注を「TANOMU」にまとめて移行をすることで、ミスやトラブルの温床にな
る手入力作業を削減できます。ご利用中の基幹システムに連携すれば受注データを自動でインポートでき、配
送が遅れる心配もありません。 
 URL：https://www.infomart.co.jp/tanomu/index.asp 
 
 

■ インフォマートについて 
1998年の創業以来、企業間取引における請求・受発注等の業務効率化を実現するクラウドサービスを提供・

運営しています。主力サービスの「BtoBプラットフォーム」は、105万社以上が利用。プラットフォーム内の
総流通金額は年間44兆円以上。 
 

会社名：株式会社インフォマート（東証プライム市場：2492） 
代表者：代表取締役社⾧ 中島 健 
本社所在地：東京都港区海岸1-2-3 汐留芝離宮ビルディング13階 
設立：1998年2月13日 
資本金：32億1,251万円（2024年6月末現在） 
事業内容：BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営  
従業員数：812名（2024年6月末現在）  
URL：https://corp.infomart.co.jp/ 
 

 

【 本リリースに関する報道関係者様のお問い合わせ先 】 

株式会社インフォマート（広報部：盛・伊藤） 

TEL：03-6681-0632 / E-mail：im-pr@infomart.co.jp

 

 


